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１．はじめに 

 

(1)背景と目的 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震では、東北地方から関東地方など広

範囲にわたり大きな揺れが観測された。また、同時に発生した大津波により、沿岸部で壊滅

的な被害を受けた。本市は、震源から遠く離れているにもかかわらず震度５強を記録した。

そして、液状化現象による被害が発生したほか、鉄道の運休により、多くの帰宅困難者が発

生した。 

国は防災基本計画において、「あらゆる可能性を考慮した最大クラスの地震・津波を想定

し、対策を推進する」ことを規定した。これを受け、本市は平成 17 年 3 月に作成した「横

浜市地震被害想定調査報告書」（以下、前回想定という。）を見直すこととし、横浜市防災

会議の専門委員会として横浜市地震被害想定専門委員会を設置し、地震被害想定について議

論を重ねてきた。想定地震の選定、地震の規模の検討、地形・地質などの分析、震度分布な

どについて検討し、物的・人的被害及び経済被害の予測などを行った。 

 

(2)基本方針 

被害想定にあたっては、東日本大震災による被害状況を反映するとともに、フィリピン海

プレート上面の深さが従来の想定より浅いという新たな情報をとり入れるなど、最新の科学

的知見を踏まえて作成した。地震動・液状化危険度等を 50m メッシュできめ細かく評価した。 

また、前回想定以降、住宅、道路、上水道など、都市環境の変化に対応した、新たなデー

タをもとに想定を行った。 

さらに、定量的表現が困難なものについても、定性的な被害シナリオを示すことで、減災

施策を策定する上での参考情報を示した。 

本調査結果を基に、今後、横浜市地域防災計画の見直しや地震防災戦略の立案を行い、防

災施策の推進を図る。 
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(3)本調査結果を利用する際の留意点 

 本調査の結果を利用するに当たっては、以下の留意点に十分注意する必要がある。 

 

a)地震被害想定は市の地震防災対策を検討するためのものである 

 本市は、市民の生命、身体および財産を地震から守るために、地域防災計画を策定する。

そのため、最新の情報や知見に基づいて地震被害を想定した。この中でバラツキのある情報

は平均化して取り扱っているので、本調査では、個別の宅地や構造物の特性まで十分には反

映できていない。 

よって、この被害想定結果を他の目的で活用する場合には、この調査の性格を理解してい

ただきたい。 

 

b)想定結果には不確実性やバラツキが含まれている 

 本調査は、多くの仮定に基づいて震源モデルや地震波の伝播、津波浸水、被害との関係を

設定している。そのため、地震の大きさや被害の予測結果にも、大きな不確実性・バラツキ

を含む予測結果であることに留意する必要がある。さらに被害については、予測時の自然条

件・社会条件によって被害の様相は大きく異なるので、さらに大きな不確実性・バラツキを

含むものである。 

 

c)地震被害は地震対策の推進や構造物の老朽化等により変化する 

今後のハード・ソフト両面の地震防災対策の推進、あるいは構造物の老朽化等により、被

害の起こり方は変化してくる。したがって、地震防災対策は、この人為的な変化と自然の変

化を考慮に入れて、推進していく必要がある。 

 


